
Municipality 自治体向け

© RPA Technologies, Inc.

G U I D E  B O O K



2© RPA Technologies, Inc.

会社名

持ち株会社

設立

代表者

所在地

事業内容

RPAテクノロジーズ株式会社

RPAホールディングス株式会社 【東証プライム：6572】

2013年7月

大角 暢之

東京都港区虎ノ門1-23-1 虎ノ門ヒルズ森タワー8F

RPA、AIを活用した情報処理サービス業、コンサルタント業務

BizRobo!を活用した新規事業開発•推進

RPAテクノロジーズ株式会社について



自治体のいま

生産年齢人口の減少による税収減、それに伴う人件費の削減により

自治体の職員が担うべき業務負担が増加しています 。

また、コロナ禍において感染防止のため、紙文化からの脱却、

行政手続きのワンストップ化など、DXの推進が求められています。

業界の特徴

待機児童対策や空き家対策、介護予防など、ライフスタイルの変化や人口構造の変化により、

自治体が請け負わなければならない新たな課題が生じている一方、

それに対応する職員の数が減っているため、一人当たりの業務量は増加傾向にあります。
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電子と紙の混在による混乱
・新規・大量・短期の申請準備
・マイナポータルのトラブル多発（重複申請、暗証番号再設定、etc)
・申請が電子化されても、受付後の処理業務が紙のまま

1

2

3

・その人がいないと回らない業務がたくさんある
・これまで業務分担の経験が無く引継の仕方が分からない
・コロナ対策で保健所支援に人がとられて通常業務が回らない

作業マニュアルがないから作業分担できない

職場に行かないと仕事ができない
・仕事に必要な書類や簿冊を見るために職場に行かなければならない
・ハンコ文化

・霞が関の「脱ハンコ」「脱FAX」検討

・デジタル庁の創設。国全体のデジタル化を主導。 など

NEWS
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業界の課題



自治体職員のお困りごと

出典：コニカミノルタ株式会社「自治体DXプラットフォーム展開」P5より

定常的に業務負荷が高く

改善の見込みがたたない

DXとは言われるが自分の仕

事との関係がみえない

業務の属人化・負荷の

不均等

必要な資料の検索や確認

に時間がかかる

リモートワークができない

本当に公務員でないとできない
仕事と、そうでない仕事の区別
ができていない

作業手順書が未整備

ノウハウを蓄積する仕組みがない

紙に依存した業務書面・押印主義

改善を言い出しにくい文化
（前例踏襲文化）

予算がとれずICT活用が困難

お困りごと 原因 施策の方向性

統一フォーマットの業務手順書

業務手順・業務改善事例の共有

・手順書の共有・活用

・業務の見直し(BPR)

紙種類の電子化

・簿冊の電子化

・ペーパレス化

業務プロセスのデジタル化

・共通様式の業務手順書

・ノウハウの手順化（マニュアル化）

・投資対効果の見える化
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行政経営•情報システム部門の関心ごと

デジタル•ガバメント実行計画、自治体DX推進計画の重点取り組み

業務システムの

標準化•共通化

行政手続きの

オンライン化

AI•RPA等による業

務効率化の推進

テレワーク
（新しい働き方）

の推進

デジタル•ワーク

スタイル実現の

ための環境整備

国の進める標準化の動きに合わせて現状の

見える化の必要性（業務システム•業務フローを把握）

手続きのオンライン化に向いた

業務選定と業務プロセスの再設計

導入のROI（費用対効果）を向上

役所に来なくても仕事が回る仕組みの構築
•必要書類の電子化

•書面•押印•対面の見直し

多様な働き方に対応した職場づくり

市民サービスレベル向上の仕組みづくり

RPAが
お役にたてる

かもしれません！
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事例
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ごく少量の入力であれば職員が作業した方が早いが、膨大な作

業の場合はRPAを活用すると効率的といったように、特性を意識

した活用が進んでいる。実際に現場でEneRoboを使用している広

島市南区役所厚生部の花房菜々子氏も、「使用しながら改善を重

ね、現在は EneRoboにより手入力時よりも一作業にかかる時間が

短縮しています。その時間に他の作業に注力できるようになりま

した」と話す。

現在は13業務で20体のロボットが稼働中。さらに、導入して満

足するのではなく、「よりスムーズに修正を含め進められるよう

にしたい」と新たな改善点を見つけるほど積極的に活用している

。笹山氏は「RPAとOCRを組み合わせた定型業務の自動化のソリュ

ーションで、業務効率化を実現できた。これからも活用をさらに

進め、創出された時間を既存サービスの向上や新たな市民サービ

スの提供にあてたい」と意気込む。

集中力を要する入力作業をRPA化

職員の精神的•身体的疲労感が軽減
導入
効果

近年、広島市では行財政改革の一環としてコスト削減に取り組ん

できたが、その一方で少子・高齢化などの社会情勢の変化にともな

い、行政サービスは拡大し続けていた。これにより、市の運営や住

民とのつながりなどの知見を持った職員が事務作業などの定型的な

業務に時間をとられ、新たな事業の企画・立案など「職員でなけれ

ばできない仕事」に注力できないという課題があった。

課題解決の手段として挙がったのが、RPAとOCRを組み合わせたソ

リューションの活用だ。これらのツールを導入することで、既存の

やり方を見直し、業務効率化を進めていくことはできないか。こう

した仮説のもと、行政経営の効率化・最適化などを担う企画総務局

行政経営部行政経営課が主導となり、導入の検討をはじめた。

コスト削減と行政サービス拡大既存

のやり方を見直し効率化
現場
課題

広島市（公式サイト：city.hiroshima.lg.jp）

rpa-technologies.com/case/case053/

広島市 BizRobo!導入

インタビュー事例

ユーザーの声 [広島市]
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実証実験では高齢障がい支援課の「要介護者データ処理・手

紙作成業務」、保険医療課の「年金特徴開始通知作成業務」で

も時間削減効果が見込まれ、対象となった3業務トータルでの年

間削減効果は160時間超に達した。

本格導入を進める2019年度からは、総務課の全メンバーがロ

ボット作成を担当し、対象部門への要望調査・ヒアリング、開発

検討、業務フローの整理、ロボット作成等を全般的に行う体制を

整えた。RPAの導入を進めるなかで、多くの部門で事務フローを

見直す習慣ができ、実際に作業をロボットに代替するかに関わら

ず、現場が業務改善を図れると気づく副次的効果も得たという。

2019年度に総務課情報システム係へ異動してきた太田茉知氏

は、もともと在籍していた福祉子ども部子育て支援課の一部業

務をロボットに代替しようと考えている。

年間削減効果は総計で160時間超

総務課主導のもと適用範囲を拡大中
導入
効果

大府市では日頃の膨大な作業量から職員の時間外労働が常

態化し、かねてより事務方の業務省力化が課題として持ち上

がっていた。作業効率化を図りITシステムの導入もたびたび

検討されていたものの、導入コストが大きな懸念材料となり

、なかなか進まずにいたという。

「すでに主だった業務へのシステム導入は済んでいたので、

とりわけ細かな業務に関してシステムを入れるとなると、費用

対効果の面で疑問が残りました。そんななか、ここ数年の間で

よく耳にするようになっていたRPAは、我々にとってまさしく

“渡りに船”だったわけです」（総務部総務課情報システム係

総括係長・新美清和氏）

事務作業の省力化が課題に

時間外労働や職員の負担軽減
現場
課題

愛知県 大府市役所（公式サイト：city.obu.aichi.jp）

r p a - t e c h n o l o g i e s . c o m / c a s e / c a s e 0 3 8 /

愛知県 大府市役所

BizRobo!導入

インタビュー事例

ユーザーの声 [愛知県 大府市役所]
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BizRobo!導入からはまだ日が浅いため、大きな数値的成果は

生まれていない。しかし森本氏は「操作研修での職員の様子な

どを見ていると『新しいツールを活用して、どのように“楽し

みながら”業務改善につなげていくか』という意識の芽生えを

感じた」と話す。

「やはり仕事は楽しくやりたいもの。本来の公務員の仕事は創

造的なもので、事務的な作業ベースでやることではないと、個

人的にも思います。BizRobo!は、窓口での市民とのコミュニケ

ーションや個別のアドバイスのような、我々のような公務員が

本来やるべき仕事、市民から本当に求められている仕事に視野

を広げる、よいきっかけにもなるかもしれません」（森本氏）

本格稼働に向けた動作シナリオ作成

BizRobo!の活用で大きな業務効率化
導入
効果

千葉県 市川市でRPA導入の検討が開始されたのは、2018年4月

頃だ。当初RPA推進業務を任されたのは、企画部 行財政改革推進

課（現・行政経営課）の皆さん。当時、同課に在籍していた森本

豪氏は、市川市での導入の背景にある「自治体ならでは」の課題

を次のように説明する。

「どこの自治体でも同じだと思いますが、職員は恒常的にある窓

口対応や膨大な作業量に対応しています。特に繁忙期は、職員の

時間外勤務が常態化しがちです。市では、職員の給与をはじめさ

まざまな支出が市民の皆様の税金によってまかなわれているので

、職員の健康維持を図りつつ、貴重な人件費を最大限に活用しな

ければならないという課題がありました」（森本氏）

「自治体ならでは」の課題

作業時間短縮、人為的ミスの軽減

千葉県 市川市（公式サイト：city.ichikawa.lg.jp）

ユーザーの声 [千葉県 市川市]

rpa-technologies.com/case/case032/

千葉県 市川市

BizRobo!導入

インタビュー事例
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現場
課題



実地で検証した結果、従来の手作業で1件につき10分を要してい

た登録作業は、ロボット化で同3分に短縮。転記でミスを起こす可

能性がなくなり、辞令交付前の確認にかかる負担も軽減された。

従来の作業ビラは、人間による登録作業を前提としていたことか

ら分類の項目立てが緩やかで、自由記述に近いデータや未記入欄も

許容されていた。あくまでも機械的に処理を行うロボットに、こう

した様式やデータをそのまま渡すとエラーの原因となるため、今回

のロボット化に際しては作業ビラを最適な様式に作り替えたほか、

人給システムへの登録作業に先立って該当のデータを適宜修正して

いる。

こうした移行作業が一巡すれば、作業ビラから人給システムへ

の登録は完全自動化する。担当者は近い将来、登録作業をロボッ

トに“手放し”で任せ、他業務に専念できるようになる見込みだ。

処理時間は3分の1未満確

認作業の負担も軽減
導入
効果

生産年齢人口が減少する日本の産業界にデジタルテクノロジ

ーを活用した生産性向上を呼びかける経済産業省は、行政手続

や省内業務においても同様の取り組みが必要と判断。業務プロ

セスの見直しやデータ利活用などを進める新部署「デジタル・

トランスフォーメーション室」を2018年7月に設置している。

こうした動きの中、経産省の人事事務と働き方改革を担う

大臣官房秘書課は、省内への普及も視野にスモールスタート

での業務改革に着手。具体的な手法としてRPAに着目し、同年

3月からツールの検討を始めた。

デジタル化を呼びかける

経産省足下から実践に着手
現場
課題

経済産業省（公式サイト：meti.go.jp/
）

rpa-technologies.com/case/case021/

経済産業省

BizRobo!導入

インタビュー事例

ユーザーの声 [経済産業省]
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